
平成23年１０月28日

歳  出
424億8,100万円

民生費
93億3,436万円
（22.0％）

総務費
50億9,367万円
（12.0％）

公債費
44億4,257万円
（10.4％）

教育費
41億2,800万円
（9.7％）

諸支出金
99億114万円
（23.3％）

消防費
12億3,674万円
（2.9％）

商工費
12億6,069万円
（3.0％）

農林水産業費
13億9,540万円
（3.3％）

衛生費
20億5,612万円
（4.8％）

土木費
32億5,460万円
（7.7％）

その他
3億7,771万円
（0.9％）

自主財源
157億6,588万円
（36.2％）依存財源

278億4,443万円
（63.8％）

歳  入
436億1,031万円

地方交付税
71億7,259万円
（16.5％）

国庫支出金
42億1,043万円
（9.7％）

県支出金
22億759万円
（5.1％）

市債
122億6,175万円
（28.1％）

その他(依存財源）
19億9,207万円
（4.5％）

その他(自主財源）
21億96万円
（4.8％）

繰入金
7,199万円
（0.2％）

分担金及び負担金
4億685万円
（0.9％）

使用料及び手数料
7億9,102万円
（1.8％）

市税
123億9,505万円
（28.4％）

固定資産税 69億2,287万円
市民税 54億6,562万円
市たばこ税 6億7,168万円
軽自動車税 1億8,179万円
入湯税 1,775万円
その他 77万円

市税の内訳

問い合わせ
財政課  内線   3312～3315

歳  入
436億1,030万円

　
歳
入
は
４
３
６
億
１
０
３
０
万

円
で
、
21
年
度
と
比
較
し
て

１
１
０
億
円(

33
・
８
％)

増
え
ま

し
た
。
こ
の
大
幅
な
増
額
は
、
22

年
度
に
北
上
地
区
広
域
土
地
開
発

公
社
を
解
散
す
る
た
め
、
第
三
セ

ク
タ
ー
等
改
革
推
進
債
と
い
う
市

債
を
96
億
円
借
り
入
れ
し
た
こ
と

が
要
因
で
す
。
ま
た
、
地
方
交
付

税
は
国
が
地
方
の
財
政
状
況
に
配

慮
し
、
全
国
の
総
額
を
１
・
１
兆

円
増
額
し
た
結
果
、
北
上
市
で
は

71
億
７
千
万
円
で
12
億
円(

20
・

１
％)

の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

　
一
方
、
市
税
は
１
２
４
億
円
で

４
億
円(

▲
２
・
９
％)

の
減
と
な

り
、
２
年
連
続
の
減
少
と
な
り
ま

し
た
。
繰
入
金
は
基
金
の
取
り
崩

し
の
減
少
な
ど
に
よ
り
２
億
円

一 

般 

会 

計

　
平
成
22
年
度(

22
年
４
月
１
日
～
23
年
３
月
31
日)

の
市
の
決
算

は
、
９
月
の
定
例
市
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

　
22
年
度
は｢

子
育
て
支
援｣｢
公
共
施
設
に
お
け
る
安
全
安
心
の
確

保｣｢

産
業
の
振
興
と
雇
用
の
確
保｣
の
３
つ
を
重
点
分
野
と
し
て
事

業
を
行
い
ま
し
た
。

(

▲
77
・
４
％)

減
り
、
７
千
万
円

と
な
り
ま
し
た
。

　
歳
出
は
４
２
４
億
８
１
０
０
万

円
で
、
21
年
度
と
比
較
し
て

１
０
８
億
円(

33
・
９
％)
増
え
ま

し
た
。
主
な
内
訳
を
見
る
と
、
第

三
セ
ク
タ
ー
等
改
革
推
進
債
を
財

源
と
し
、
北
上
地
区
広
域
土
地
開

発
公
社
の
債
務
を
代
位
弁
済
し
た

こ
と
に
よ
り
諸
支
出
金
が
96
億
円

増
え
た
ほ
か
、
子
ど
も
手
当
給
付

費
や
生
活
保
護
費
の
増
に
よ
り
民

生
費
が
15
億
円(

19
・
２
％)

、
市

債
の
償
還
元
金
の
増
に
よ
り
公
債

費
が
２
億
円(

５
・
９
％)

と
い
ず

れ
も
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

　
一
方
、
下
水
道
事
業
会
計
へ
の

補
助
金
の
減
な
ど
に
よ
り
土
木
費

が
４
億
円(

▲
10
・
８
％)

減
り
ま

し
た
。
ま
た
、
総
務
費
で
は
市
債

管
理
基
金
積
立
金
が
13
億
円
増
え

決 

算

平
成
22
年
度

固定資産税 70億4,356万円
市民税 44億9,322万円
市たばこ税 6億4,319万円
軽自動車税 2億　　8万円
入湯税 1,431万円
その他 69万円

市税の内訳

た
一
方
、
定
額
給
付
金
給
付
事
業

の
14
億
円
が
減
っ
た
こ
と
や
、
市

税
還
付
金
の
減
な
ど
に
よ
り
、

２
億
円(

▲
４
・ 

４
％)

減
り
ま
し

た
。

　
な
お
、
歳
入
と
歳
出
の
差
引
残

高
11
億
２
９
３
１
万
円
は
23
年
度

に
繰
り
越
し
ま
し
た
。

歳  出
424億8,100万円
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第496号

　
10
の
特
別
会
計
の
合
計
は
歳
入

が
１
６
３
億
２
７
８
５
万
円
、
歳

出
が
１
８
５
億
６
１
７
７
万
円
と

な
り
ま
し
た
。
こ
の
う
ち
、
工
業

団
地
事
業
と
宅
地
造
成
事
業
で
歳

出
が
歳
入
を
上
回
り
ま
し
た
。
こ

の
不
足
分
に
は
、
23
年
度
の
予
算

を
繰
り
上
げ
て
充
て
ま
し
た
。

歳　入 歳　出 差　引

国 民 健 康 保 険 73億4,253万円 71億5,595万円 1億8,658万円

老 人 保 健 274万円 94万円         180万円

後 期 高 齢 者 医 療 11億7,735万円 11億7,477万円 258万円

介 護 保 険
(保険事業勘定)

56億2,654万円 54億6,048万円 1億6,606万円

介 護 保 険
(介護サービス事業勘定)

3,449万円 3,163万円 286万円

工 業 団 地 事 業 8億8,878万円 30億4,637万円 ▲ 21億5,759万円

農 業 集 落 排 水 事 業 7億8,577万円 7億7,549万円 1,028万円

駐 車 場 事 業 4億1,268万円 4億1,215万円 53万円

宅 地 造 成 事 業 3,789万円 4億8,490万円 ▲    4億4,701万円

土 地 取 得 1,910万円 1,910万円 －

合　　計 163億2,785万円 185億6,177万円 ▲ 22億3,392万円
※各事業ごとに千円以下の端数処理を行っているため、合計額は単純合計額とは一致しません。

特別会計決算額

■地方交付税
市町村の財政力に応じて、国か
ら市に交付されるお金

■国庫・県支出金
国・県が特定の事業に使い道を
指定して市に交付するお金

■第三セクター等改革推進債
土地開発公社などの整理や再生
に必要な経費に充てるため、特
例として平成21～25年度の５年
間に限り認められた借入金

■市債
市が事業を行うために計画的に
借りるお金

■繰入金
基金や他の会計から繰り入れた
お金

■自主財源
市が自らの機能で調達したお金

■依存財源
国や県の権限・基準によって交
付されるお金

■公債費
借入金を返済するための費用

■繰出金
他の会計に繰り出したお金

用語の解説

一般会計と
10の特別会計の決算総額
 歳入   599億3,816万円
 歳出   610億4,277万円   

市民一人当たり  約 66万円 の支出
(Ｈ23.3.31現在：人口93,142人)

放課後児童健全育成事業　１億605万円子ども手当給付事業 　16億5,962万円

橋りょう維持補修事業費　9,444万円南中学校校舎改築工事　６億6,013万円

夏油高原スノーパーク設営事業
(緊急雇用対策)　4,978万円

後藤野工業団地整備事業
(工業団地事業特別会計)　５億6,575万円

特 

別 

会 

計

■子育て支援

■公共施設における安全安心の確保

■産業の振興と雇用の確保

－ 3－



平成23年１０月28日

　
水
道
事
業
会
計
に
は
飲
料
水
を

つ
く
る
事
業
費
と
、
配
水
管
な
ど

の
施
設
を
整
備
す
る
事
業
費
が
あ

り
ま
す
。

　
飲
料
水
を
つ
く
る
事
業
費
で

は
、
経
費
の
節
減
に
努
め
、

１
億
８
３
０
３
万
円
の
純
利
益
を

計
上
し
ま
し
た
。

　
施
設
を
整
備
す
る
事
業
で
は
、

北
上
川
浄
水
場
の
維
持
管
理
費
の

軽
減
と
水
の
安
定
供
給
を
図
る
た

め
中
央
監
視
制
御
設
備
を
更
新
。

ま
た
老
朽
化
し
た
水
道
管
を
約

10
・
４
㌔
㍍
更
新
し
、
耐
震
化

を
進
め
ま
し
た
。

■給水収益…皆さんから水道料金
としてお支払いいただいたお金
■受水費…岩手中部広域水道企業
団から水を買ったお金
■補てん財源…施設の減価償却や
利益などで生じた財源を充てたも
の

飲料水をつくる事業費
収入額

22億7,227万円

  受水費
  5億5,296万円

その他
（手数料、加入金、
負担金など）
2億3,924万円

支出額
20億8,924万円

施設整備事業費
収入額

11億5,025万円
支出額

11億5,025万円

人件費、維持
管理費など
 7億6,162万円

企業債支払利息
1億6,992万円

  減価償却費
  6億474万円

補てん財源
5億6,667万円

  企業債
  5億660万円

出資金、負担金
など
7,698万円

企業債支払元金
2億9,164万円

原水・浄水施設
整備事業
3億2,070万円

人件費など
         5,084万円

配水管工事費など
4億8,707万円

  純利益
  1億8,303万円

給水収益
20億3,303万円

　
下
水
道
事
業
会
計
に
は
排
水
を

処
理
す
る
事
業
費
と
、
施
設
を
整

備
す
る
事
業
費
が
あ
り
ま
す
。

　
排
水
を
処
理
す
る
事
業
費
で

は
、
一
般
会
計
か
ら
の
補
助
金
を

受
け
て
も
１
千
万
円
の
純
損
失
が

出
ま
し
た
。
減
価
償
却
費
と
企
業

債
支
払
利
息
負
担
が
大
き
く
、
厳

し
い
状
況
が
続
い
て
い
ま
す
。

　
施
設
を
整
備
す
る
事
業
で
は
、

新
た
に
排
水
管
を
３
８
６
９
・
４

㍍
敷
設
し
ま
し
た
。
ま
た
、
雨
な

ど
の
不
明
水
対
策
の
た
め
、
排
水

管
の
入
れ
替
え
を
２
７
８
９
・
２

㍍
行
い
ま
し
た
。 

行政区域内人口 93,576人
処理区域内人口 59,338人
水洗便所設置済人口 50,010人
処理戸数 21,630戸
総処理水量 6,991,856㎥
総有収水量 5,390,227㎥
普及率 63.4％
水洗化率 84.3％
有収率 77.1％

■有収水量…主に下水道料金に結
びついた処理水量
■水洗化率…処理区域内人口のう
ち、水洗便所設置済人口が占める
割合
■有収率…総処理水量に占める総
有収水量の割合

平成22年度の流域下水道関連
　　　　(公共下水道)　　　　

排水を処理する事業費
収入額

23億3,723万円

流域下水道維
持管理負担金
  5億4,850万円

企業債等支払
利息
  6億5,598万円

下水道使用料
 11億6,775万円

一般会計負担金
など
　　2,921万円

支出額
23億4,732万円

施設整備事業費
収入額

25億1,117万円
支出額

25億1,117万円

減価償却費
8億3,008万円

人件費・維持
管理費など
　 3億267万円

企業債
12億1,240万円

国庫補助金
　　9,824万円

一般会計出資金
  2億6,653万円

補てん財源
  8億4,384万円

企業債償還金
19億8,818万円

流域下水道施
設建設負担金
　1億174 万円

人件費など
 2,443万円

管きょ建設費
など
  3億9,682万円

一般会計補助金
11億4,027万円 受益者負担金

など 
　　9,016万円

純損失 1,009万円

水
道
事
業
会
計

問
い
合
わ
せ

　
上
水
道
課

　
　
　 

５
２
１
２
・
５
２
１
３

内
線

問
い
合
わ
せ

　
下
水
道
課

　
　
　 

５
２
３
２
・
５
２
３
３

内
線 下

水
道
事
業
会
計

給水区域内人口 93,576人
給水人口 92,657人
普及率 99.0％
総配水量 9,761,824㎥
総有収水量 8,542,239㎥
有収率 87.5％

平成22年度の給水状況

　
こ
の
度
、
下
水
道
を
ご
利
用
い

た
だ
い
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

お
客
さ
ま
に
下
水
道
使
用
料
を
請

求
し
て
い
な
い
事
実
が
判
明
し
ま

し
た
。
こ
れ
は
、
昭
和
60
年
度
か

ら
平
成
21
年
度
ま
で
の
間
に
発
生

し
、
63
棟
１
４
３
戸
、
金
額
は
約

２
千
万
円
に
及
び
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
な
事
態
に
至
っ
た
の

は
、
事
務
処
理(

下
水
道
の
利
用
を

記
録
す
る
台
帳
に
お
客
さ
ま
を
登

録
す
る
な
ど)

を
行
う
際
に
生
じ
る

人
的
ミ
ス
を
防
ぐ
仕
組
み
が
で
き

て
い
な
か
っ
た
こ
と
に
あ
り
ま
す
。

　
下
水
道
使
用
料
は
、
下
水
道
の

利
用
と
負
担
の
原
則
か
ら
、
こ
れ

ま
で
請
求
さ
せ
て
い
た
だ
い
て
い

な
か
っ
た
皆
さ
ま
に
さ
か
の
ぼ
っ

て
請
求
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

対
象
と
な
っ
た
皆
さ
ま
に
は
多
大

な
ご
迷
惑
を
お
掛
け
す
る
こ
と
と

な
っ
た
ほ
か
、
市
民
の
皆
さ
ま
に

は
、
市
の
事
務
に
対
す
る
不
信
感

を
招
く
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　
こ
の
よ
う
な
事
態
と
な
り
ま
し

た
こ
と
を
、
深
く
お
わ
び
申
し
上

げ
ま
す
。
今
後
、
こ
の
よ
う
な
こ

と
が
起
き
る
こ
と
の
な
い
よ
う
全

体
の
事
務
手
続
き
を
根
本
か
ら
見

直
し
、
人
的
ミ
ス
を
防
ぐ
対
策
を

講
じ
て
ま
い
り
ま
す
。

【
お
わ
び
し
ま
す
】
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第496号

健
全
化
判
断
比
率

健
全
化
判
断
比
率

資
金
不
足
比
率
　
を
公
表
し
ま
す

■健全化判断比率
実質赤字
比率

連結実質
赤字比率

実質公債
費比率

将来負担
比率

21年度 － － 12.7％ 189.6％

22年度 － － 12.5％ 157.5％

早期健全化基準 12.29％ 17.29％ 25.0％ 350.0％

財 政 再 生 基 準 20.00％ 35.00％ 35.0％

　
平
成
19
年
に
制
定
さ
れ
た｢

地

方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に

関
す
る
法
律｣

に
基
づ
き
、
市
は

毎
年
度
の
決
算
時
期
に
、
財
政
全

般
の
健
全
化
判
断
比
率
の
４
つ
の

指
標
と
、
水
道
事
業
な
ど
の
公
営

企
業
会
計
の
資
金
不
足
比
率
を
算

定
し
、
監
査
委
員
の
審
査
を
受
け

て
議
会
へ
の
報
告
と
市
民
の
皆
さ

ん
へ
の
公
表
を
行
っ
て
い
ま
す
。

■資金不足比率 
21年度 22年度 経営健全化基準

水 道 事 業 － －

20％

下 水 道 事 業 － －

農 業 集 落
排 水 事 業 － －

工 業 団 地 事 業 18.3％ 17.6％

宅 地 造 成 事 業 19.5％ 17.0％

　
市
の
22
年
度
決
算
に
お
い
て
、

実
質
赤
字
比
率
と
連
結
実
質
赤
字

比
率
は
算
出
さ
れ
ま
せ
ん
で
し
た
。

　
実
質
公
債
費
比
率
と
将
来
負
担

比
率
は
、
地
方
債
の
償
還
が
進
ん

だ
こ
と
や
残
高
が
減
少
し
た
こ
と

な
ど
に
よ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
21
年
度

決
算
よ
り
０
・
２
ポ
イ
ン
ト
と

32
・
１
ポ
イ
ン
ト
減
少
し
ま
し
た
。

　
こ
れ
ら
の
算
定
さ
れ
た
比
率
に

基
づ
き
、
市
と
市
が
関
与
す
る
団

体
の
財
政
お
よ
び
経
営
状
況
に
注

意
し
、
比
率
の
減
少
に
つ
な
が
る

対
策
を
講
じ
て
い
き
ま
す
。

  

問
い
合
わ
せ

  

財
政
課 

内
線 

３
３
１
２
～
３
３
１
５

22年度

資
金
不
足
比
率

　
工
業
団
地
事
業
会
計
と
宅
地
造

成
事
業
会
計
に
お
い
て
、
そ
れ
ぞ

れ
17
・
６
％
と
17
・
０
％
の
資
金

不
足
比
率
が
算
出
さ
れ
ま
し
た
。

　
昨
年
度
に
引
き
続
き
経
営
健
全

化
基
準
の
20
％
を
下
回
っ
て
い
ま

す
が
、
依
然
と
し
て
厳
し
い
状
況

で
す
。

今
後
の
財
政
運
営

一部事務組合・広域連合
地方公社・第３セクターなど

健全化判断比率・資金不足比率の対象

実
質
赤
字
比
率連 

結 

実 

質 

赤 

字 

比 

率

実 

質 

公 

債 

費 

比 

率

将 

来 

負 

担 

比 

率資 

金 

不 

足 

比 

率

※
資
金
不
足
比
率
は
公
営

企
業
ご
と
に
算
定
し
ま
す

一般会計
普
通
会
計

特
別
会
計

土地取得
国民健康保険

公
営
事
業
会
計

老人保健
後期高齢者医療
介護保険
介護サービス
駐車場
水道 公

営
企
業
会
計

下水道
農業集落排水
工業団地
宅地造成

制
度
の
趣
旨

■主な債務残高の推移　　　　　　　　　　          (単位：百万円)

地方債現在高
(普通会計)

起業債現在高
(企業会計)

一部事務組合
等に対する将
来負担額

地方公社の
債務残高

合計

21年度 40,536 44,752 886 9,681 95,855

22年度 49,004 43,710 823 0 93,537

比較(増減) 8,468 ▲ 1,042 ▲63 ▲9,681 ▲2,318

　
こ
の
法
律
は
、
地
方
公
共
団
体

の
財
政
が
破
た
ん
す
る
前
に
、
早

期
に
健
全
化
に
向
け
た
取
り
組
み

が
な
さ
れ
る
こ
と
を
意
図
し
た
も

の
で
、
そ
れ
ぞ
れ
の
指
標
の
い
ず

れ
か
が｢

早
期
健
全
化
基
準｣

ま
た

は｢
経
営
健
全
化
基
準｣

を
超
え
た

場
合
は
、
議
会
の
議
決
を
経
て
、

財
政
健
全
化
に
向
け
た
計
画
を
実

行
す
る
こ
と
を
定
め
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
さ
ら
に
状
況
が
悪
化
し
、

｢

財
政
再
生
基
準｣
を
超
え
た
場
合

は
、
国
の
関
与
の
も
と
、
財
政
再

生
を
目
指
す
こ
と
に
な
っ
て
い
ま

す
。

■用語の解説

①実質赤字比率…一般会計の赤字額の割合を示します。標準財政規模(※)に対し
て、一般会計の赤字額がどの程度の割合になるかを算出します。
※標準財政規模…地方自治体の標準的な状態で通常収入が見込まれる一般財源(使
途が特定されず、どのような経費にも使用できる収入)の規模を表すもの。
②連結実質赤字比率…標準財政規模に対して、その年のすべての会計の決算によ
り生じた実質赤字額がどの程度の割合になるか(特別会計を含めると赤字はない
か)を算出します。
③実質公債費比率…標準財政規模に対して、一般会計が負担する借金返済額がど
の程度の割合になるか(収入のうち、どのくらいを借金返済に充てているか)を算
出します。
④将来負担比率…一般会計が背負っている借金などが、標準財政規模の何年分あ
るか(将来の借金などの規模はどの程度か)を算出します。
⑤資金不足比率…公営企業ごとの資金の不足額が公営企業の料金収入などの規模
で示される事業規模に対して、どの程度の割合になるか(経営状況の深刻度)を算
出します。
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